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岡田 哲男＊

1．はじめに

板部材は防撓パネルから構成される船体構造にお

ける最も重要な構成要素の一つである。板部材は水

圧や貨物などからの面外圧力により曲げを受けると

ともに，防撓材，主要支持部材や船体桁を構成する

部材として面内応力も作用し，その大きさは特に船

体桁の曲げ・せん断に対して顕著である。板部材の

設計にあたっては面外圧力に対する曲げや面内荷重

に対する座屈・降伏など様々な損傷モードの評価が

必要となるが，特に面外圧力による曲げに対する局

部強度算式は基本設計の最初の段階で初期板厚を決

めるためにも極めて重要である1)。

板部材の面外荷重に対する強度については，塑性

設計や剛塑性機構解析などに基づく確立された理論

がある2) 3)。それらの理論に基づき，船級協会規則

では簡便な板厚寸法算式が規定されている。一般財

団法人日本海事協会の旧規則では，帯板の3点塑性

関節生成に対して経験的に与えられた安全率をベー

スとして4)，面内応力が同時に作用するときの全塑

性モーメントの低下を横式構造の場合ミーゼスの降

伏条件，縦式構造の場合トレスカの降伏条件を用い

て考慮している5)。CSRも同様に3点塑性関節生成

をベースとし，面内応力も同時に作用させた弾塑性

FEMにより設定した許容曲げ応力係数を用いた修

正を行っている6)。これらの寸法算式は長年の適用

実績により十分な安全性が確認されているが，より

複雑な構造挙動や荷重の組合せに対して，理論式の

裏付けがあり損傷との対応がより明確な寸法算式に

見直していくことが課題であった。本稿ではその見

直しのために実施した以下の事項について概要を紹

介する7) 8) 9)。

● 寸法算式の基礎となるベースの理論として，曲

げと面内応力の重畳による全塑性モーメントの

低下を横式構造，縦式構造を一貫してミーゼス

の降伏条件で表し，さらに面内応力に伴って発

生する付加的な面外荷重（板曲げの曲率に比例

する項）も考慮した2点・3点塑性関節生成荷

重を求めて検討のベースとした。

● 弾塑性FEMによりある特定の残留たわみを生

＊ 横浜国立大学大学院工学研究院

じる面外圧力に対する面内応力影響を精査，理

論式による結果と比較し，横式・縦式構造の板

部材に対する合理的な面内応力影響係数を提案

した。

● 従来の船級協会規則ではアスペクト比（長辺と

短辺の長さの比）の影響は面内応力影響とは独

立に考慮されている。ところが横式構造と縦式

構造で面内応力影響係数を区別している場合，

アスペクト比が1より大きいか小さいかで不連

続が生じ，実際の現象を反映できていない。そ

こで，アスペクト比が小さいときに面内応力係

数を縦式と横式の間で補間する算式を提案した。

2．面内応力の影響を考慮した板曲げ強度の理

論算式 

2.1 全塑性モーメントへの面内応力影響 

2.1.1 横式構造 

第2章，第3章では板のアスペクト比が非常に大

きい場合を考え，板の曲げを帯板の曲げとして扱う。

まず横式構造として図1のように板の長辺に垂直な

方向の面内応力を受ける場合を考え，防撓材間をス

パンとするハッチングで示した帯板の部分の曲げ挙

動を検討対象とする。

図1 板曲げのモデル（横式構造） 

この場合，曲げ応力と面内応力が同じ方向に作用

することから，全塑性モーメント𝑀𝑀�は面内応力が

無い場合と比べて式(1)に従って低下する。旧NK規

則はこの式に基づいて面内応力影響を考慮している5)。
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𝑀𝑀� = 𝛼𝛼𝛼𝛼�𝑡𝑡�
4 �1 − �𝛼𝛼�𝛼𝛼��

�
�          (1) 

𝑡𝑡：板厚 
𝛼𝛼�：𝑦𝑦方向に作用している面内応力 
𝛼𝛼�：材料の規格降伏応力 
𝛼𝛼：𝑦𝑦方向垂直応力に直交する方向が拘束されてい

ることから，ミーゼス降伏条件で材料が降伏すると

き規格降伏応力を超える𝑦𝑦方向垂直応力が発生する

ことを表す係数で，式(2)による。 

𝛼𝛼 = � 1
1 − 𝜈𝜈� + 𝜈𝜈�� = 2√3

3 = 1.15       (2) 

𝜈𝜈�：塑性状態におけるポアソン比で 𝜈𝜈� = 0.5 

式(1)より，面内応力の作用による全塑性モーメ

ントへの影響は，面内応力が作用していないときの

全塑性モーメント𝑀𝑀��との比として，下式のように

得られる。 

𝑀𝑀�
𝑀𝑀��

= 1 − �𝛼𝛼�𝛼𝛼��
�

             (3) 

要求板厚𝑡𝑡はこれの平方根に反比例するので，軸

力が作用していないときの要求板厚𝑡𝑡�との比として，

以下となる。 

𝑡𝑡
𝑡𝑡� = 1

�1 − �𝛼𝛼�𝛼𝛼��
�

              (4) 

これをCSRの要求と併せて図2に示す。細破線の

CSRは，式(4)よりもかなり大きい係数としている

ことがわかる。 

 
図2 面内応力による要求板厚比（横式構造） 

2.1.2 縦式構造 

縦式構造では図1において防撓材に平行な方向に

面内応力が作用し，曲げ応力と面内応力が直交する。

旧NK規則ではトレスカの降伏基準により影響係数

を定式化しているが，ここでは横式と合わせ，ミー

ゼス降伏基準を用いて影響係数を新たに導出する。 
𝛼𝛼��を板上面の曲げ応力，𝛼𝛼��を板下面の曲げ応力，

𝛼𝛼�を𝑥𝑥方向に作用している面内応力とすると，板上

面，下面に対するミーゼス降伏基準はそれぞれ下式

となる。 

𝛼𝛼��� − 𝛼𝛼���𝛼𝛼� + 𝜈𝜈�𝛼𝛼��� + �𝛼𝛼� + 𝜈𝜈�𝛼𝛼���� = 𝛼𝛼��  (5) 

𝛼𝛼��� − 𝛼𝛼���𝛼𝛼� + 𝜈𝜈�𝛼𝛼��� + �𝛼𝛼� + 𝜈𝜈�𝛼𝛼���� = 𝛼𝛼��  (6) 

次に，塑性関節形成時の𝛼𝛼��の範囲を板厚に対し

て𝜂𝜂とすると，𝑦𝑦方向の軸力がゼロとなる条件は， 

𝛼𝛼�� ∙ 𝜂𝜂𝑡𝑡 + 𝛼𝛼�� ∙ (1 − 𝜂𝜂)𝑡𝑡 = 0         (7) 

∴ 𝛼𝛼�� = −1 − 𝜂𝜂
𝜂𝜂 𝛼𝛼��             (8) 

式(8)を式(5)に代入し，𝜈𝜈� = 0.5を用いて整理する

と， 

3
4 �

1 − 𝜂𝜂
𝜂𝜂 �

�
𝛼𝛼��� + 𝛼𝛼�� = 𝛼𝛼��         (9) 

一方，式(6)を変形すると， 

3
4𝛼𝛼��

� + 𝛼𝛼�� = 𝛼𝛼��           (10) 

式(9)と式(10)が同時に満足するため，𝜂𝜂 = 1 2 と

なり，式(8)より𝛼𝛼�� = −𝛼𝛼��となることがわかる。こ

の意味を図3のミーゼス降伏曲線上で考える。軸応

力𝛼𝛼�(> 0)のみが作用している状態（点A）から

徐々に曲げを掛けていくと，下面が先に降伏する

（点B）が，全断面降伏に至るまでに塑性化によっ

てポアソン比が0.5に変化し，結局𝛼𝛼�の値に関わら

ず𝛼𝛼�� = −𝛼𝛼��となることがわかる。ただし，これは

𝛼𝛼�が保持される場合であって，実際には後述するよ

うに全断面降伏まで曲げを掛けていくとこの位置か

ら𝛼𝛼�が抜け，一点鎖線は左方に移動して𝛼𝛼��,𝛼𝛼��の
絶対値はα𝛼𝛼�まで成長し得る。 0.8
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図3 縦式構造の板曲げに対するミーゼス降伏曲線 

式(9)，(10)を𝜎𝜎��について解くと, 

𝜎𝜎�� = 2√3
3 �𝜎𝜎�� − 𝜎𝜎�� = 𝛼𝛼�𝜎𝜎�� − 𝜎𝜎��    (11) 

となるので，全塑性モーメント𝑀𝑀�は， 

𝑀𝑀� = 𝜎𝜎�� ∙
𝑡𝑡
2 ∙

𝑡𝑡
2 = 𝛼𝛼𝜎𝜎�𝑡𝑡�

4 �1 − �𝜎𝜎�𝜎𝜎��
�

= 𝑀𝑀���1 − �𝜎𝜎�𝜎𝜎��
�
 

∴ 𝑀𝑀�
𝑀𝑀��

= �1 − �𝜎𝜎�𝜎𝜎��
�

            (12) 

要求板厚𝑡𝑡は式(12)の平方根に反比例し，軸力が

作用していないときの要求板厚𝑡𝑡�との比として，以

下となる。 

𝑡𝑡
𝑡𝑡� = 1

�1 − �𝜎𝜎�𝜎𝜎��
��
�
�

            (13) 

式(13)による要求板厚比（赤実線）を，旧NK規

則（黒太破線），CSR（黒細破線）と比較して図4

に示す。トレスカ降伏基準に基づくNK算式の面内

応力影響は，面内応力が0.5𝜎𝜎�に至るまで無い一方，

0.5𝜎𝜎�を超えると急激に立ち上がる。CSRの面内応

力影響は，面内応力が0.2𝜎𝜎�までは無く，その後は

定式化は異なるものの式(13)に近い値となっている。 
ミーゼス降伏基準により求めた全塑性モーメント

への面内応力影響およびそれに基づく要求板厚比の

式を表1にまとめておく。 

 
図4 面内応力による要求板厚比（縦式構造） 

表1 全塑性モーメントへの面内応力影響 

 

2.2 面内応力に伴う付加面外荷重の影響 

2.2.1 付加面外荷重を加味した定式化 

横式構造の場合は面内応力に伴って付加的に発生

する面外荷重の影響が顕著となる。この影響を定式

化するため，図5に示す引張軸力𝑁𝑁と一様分布荷重𝑤𝑤
が作用する両端固定はりを考える。このとき，たわ

み𝑣𝑣に関する方程式は，軸力に伴う付加面外荷重項

𝑁𝑁𝑁𝑁�𝑣𝑣 𝑁𝑁𝑣𝑣� を考慮し，ヤング係数を𝐸𝐸，断面二次

モーメントを𝐼𝐼として下式となる。 

𝐸𝐸𝐼𝐼 𝑁𝑁
�𝑣𝑣
𝑁𝑁𝑣𝑣� = 𝑤𝑤 + 𝑁𝑁𝑁𝑁

�𝑣𝑣
𝑁𝑁𝑣𝑣�           (14) 

 
図5 引張軸力を受ける板の曲げ 

この方程式を適切な境界条件のもと解くと，2点
塑性関節生成に必要な荷重𝑤𝑤����およびそのときの

たわみ𝑣𝑣����，3点塑性関節生成に必要な荷重𝑤𝑤���お
よびそのときのたわみ𝑣𝑣���が以下の通り求まる。 
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𝑀𝑀� = 𝛼𝛼𝛼𝛼�𝑡𝑡�
4 �1 − �𝛼𝛼�𝛼𝛼��

�
�          (1) 

𝑡𝑡：板厚 
𝛼𝛼�：𝑦𝑦方向に作用している面内応力 
𝛼𝛼�：材料の規格降伏応力 
𝛼𝛼：𝑦𝑦方向垂直応力に直交する方向が拘束されてい

ることから，ミーゼス降伏条件で材料が降伏すると

き規格降伏応力を超える𝑦𝑦方向垂直応力が発生する

ことを表す係数で，式(2)による。 

𝛼𝛼 = � 1
1 − 𝜈𝜈� + 𝜈𝜈�� = 2√3

3 = 1.15       (2) 

𝜈𝜈�：塑性状態におけるポアソン比で 𝜈𝜈� = 0.5 

式(1)より，面内応力の作用による全塑性モーメ

ントへの影響は，面内応力が作用していないときの

全塑性モーメント𝑀𝑀��との比として，下式のように

得られる。 

𝑀𝑀�
𝑀𝑀��

= 1 − �𝛼𝛼�𝛼𝛼��
�

             (3) 

要求板厚𝑡𝑡はこれの平方根に反比例するので，軸

力が作用していないときの要求板厚𝑡𝑡�との比として，

以下となる。 

𝑡𝑡
𝑡𝑡� = 1

�1 − �𝛼𝛼�𝛼𝛼��
�

              (4) 

これをCSRの要求と併せて図2に示す。細破線の

CSRは，式(4)よりもかなり大きい係数としている

ことがわかる。 

 
図2 面内応力による要求板厚比（横式構造） 

2.1.2 縦式構造 

縦式構造では図1において防撓材に平行な方向に

面内応力が作用し，曲げ応力と面内応力が直交する。

旧NK規則ではトレスカの降伏基準により影響係数

を定式化しているが，ここでは横式と合わせ，ミー

ゼス降伏基準を用いて影響係数を新たに導出する。 
𝛼𝛼��を板上面の曲げ応力，𝛼𝛼��を板下面の曲げ応力，

𝛼𝛼�を𝑥𝑥方向に作用している面内応力とすると，板上

面，下面に対するミーゼス降伏基準はそれぞれ下式

となる。 

𝛼𝛼��� − 𝛼𝛼���𝛼𝛼� + 𝜈𝜈�𝛼𝛼��� + �𝛼𝛼� + 𝜈𝜈�𝛼𝛼���� = 𝛼𝛼��  (5) 

𝛼𝛼��� − 𝛼𝛼���𝛼𝛼� + 𝜈𝜈�𝛼𝛼��� + �𝛼𝛼� + 𝜈𝜈�𝛼𝛼���� = 𝛼𝛼��  (6) 

次に，塑性関節形成時の𝛼𝛼��の範囲を板厚に対し

て𝜂𝜂とすると，𝑦𝑦方向の軸力がゼロとなる条件は， 

𝛼𝛼�� ∙ 𝜂𝜂𝑡𝑡 + 𝛼𝛼�� ∙ (1 − 𝜂𝜂)𝑡𝑡 = 0         (7) 

∴ 𝛼𝛼�� = −1 − 𝜂𝜂
𝜂𝜂 𝛼𝛼��             (8) 

式(8)を式(5)に代入し，𝜈𝜈� = 0.5を用いて整理する

と， 

3
4 �

1 − 𝜂𝜂
𝜂𝜂 �

�
𝛼𝛼��� + 𝛼𝛼�� = 𝛼𝛼��         (9) 

一方，式(6)を変形すると， 

3
4𝛼𝛼��

� + 𝛼𝛼�� = 𝛼𝛼��           (10) 

式(9)と式(10)が同時に満足するため，𝜂𝜂 = 1 2 と

なり，式(8)より𝛼𝛼�� = −𝛼𝛼��となることがわかる。こ

の意味を図3のミーゼス降伏曲線上で考える。軸応

力𝛼𝛼�(> 0)のみが作用している状態（点A）から

徐々に曲げを掛けていくと，下面が先に降伏する

（点B）が，全断面降伏に至るまでに塑性化によっ

てポアソン比が0.5に変化し，結局𝛼𝛼�の値に関わら

ず𝛼𝛼�� = −𝛼𝛼��となることがわかる。ただし，これは

𝛼𝛼�が保持される場合であって，実際には後述するよ

うに全断面降伏まで曲げを掛けていくとこの位置か

ら𝛼𝛼�が抜け，一点鎖線は左方に移動して𝛼𝛼��,𝛼𝛼��の
絶対値はα𝛼𝛼�まで成長し得る。 0.8
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図3 縦式構造の板曲げに対するミーゼス降伏曲線 

式(9)，(10)を𝜎𝜎��について解くと, 

𝜎𝜎�� = 2√3
3 �𝜎𝜎�� − 𝜎𝜎�� = 𝛼𝛼�𝜎𝜎�� − 𝜎𝜎��    (11) 

となるので，全塑性モーメント𝑀𝑀�は， 

𝑀𝑀� = 𝜎𝜎�� ∙
𝑡𝑡
2 ∙

𝑡𝑡
2 = 𝛼𝛼𝜎𝜎�𝑡𝑡�

4 �1 − �𝜎𝜎�𝜎𝜎��
�

= 𝑀𝑀���1 − �𝜎𝜎�𝜎𝜎��
�
 

∴ 𝑀𝑀�
𝑀𝑀��

= �1 − �𝜎𝜎�𝜎𝜎��
�

            (12) 

要求板厚𝑡𝑡は式(12)の平方根に反比例し，軸力が

作用していないときの要求板厚𝑡𝑡�との比として，以

下となる。 

𝑡𝑡
𝑡𝑡� = 1

�1 − �𝜎𝜎�𝜎𝜎��
��
�
�

            (13) 

式(13)による要求板厚比（赤実線）を，旧NK規

則（黒太破線），CSR（黒細破線）と比較して図4

に示す。トレスカ降伏基準に基づくNK算式の面内

応力影響は，面内応力が0.5𝜎𝜎�に至るまで無い一方，

0.5𝜎𝜎�を超えると急激に立ち上がる。CSRの面内応

力影響は，面内応力が0.2𝜎𝜎�までは無く，その後は

定式化は異なるものの式(13)に近い値となっている。 
ミーゼス降伏基準により求めた全塑性モーメント

への面内応力影響およびそれに基づく要求板厚比の

式を表1にまとめておく。 

 
図4 面内応力による要求板厚比（縦式構造） 

表1 全塑性モーメントへの面内応力影響 

 

2.2 面内応力に伴う付加面外荷重の影響 

2.2.1 付加面外荷重を加味した定式化 

横式構造の場合は面内応力に伴って付加的に発生

する面外荷重の影響が顕著となる。この影響を定式

化するため，図5に示す引張軸力𝑁𝑁と一様分布荷重𝑤𝑤
が作用する両端固定はりを考える。このとき，たわ

み𝑣𝑣に関する方程式は，軸力に伴う付加面外荷重項

𝑁𝑁𝑁𝑁�𝑣𝑣 𝑁𝑁𝑣𝑣� を考慮し，ヤング係数を𝐸𝐸，断面二次

モーメントを𝐼𝐼として下式となる。 

𝐸𝐸𝐼𝐼 𝑁𝑁
�𝑣𝑣
𝑁𝑁𝑣𝑣� = 𝑤𝑤 + 𝑁𝑁𝑁𝑁

�𝑣𝑣
𝑁𝑁𝑣𝑣�           (14) 

 
図5 引張軸力を受ける板の曲げ 

この方程式を適切な境界条件のもと解くと，2点
塑性関節生成に必要な荷重𝑤𝑤����およびそのときの

たわみ𝑣𝑣����，3点塑性関節生成に必要な荷重𝑤𝑤���お
よびそのときのたわみ𝑣𝑣���が以下の通り求まる。 
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𝑤𝑤���� = 2𝑁𝑁𝑁𝑁�(𝑒𝑒�� − 1)
𝐸𝐸𝐸𝐸(𝛽𝛽𝛽𝛽 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑒𝑒�� − 2𝑒𝑒�� + 2)     (15) 

𝑣𝑣���� = 𝑤𝑤����𝛽𝛽(1 − 𝑒𝑒��� )
2𝛽𝛽𝑁𝑁(1 + 𝑒𝑒��� )

+ 𝑤𝑤����𝛽𝛽�
8𝑁𝑁      (16) 

𝑤𝑤��� = 𝑁𝑁𝑁𝑁�
𝐸𝐸𝐸𝐸 �1 + 𝑒𝑒���

1 − 𝑒𝑒���
�
�

        (17) 

𝑣𝑣��� = −
𝑁𝑁�𝐸𝐸𝐸𝐸 + 𝑤𝑤���𝑁𝑁
𝛽𝛽�(1 + 𝑒𝑒��) �𝑒𝑒

��
� − 1�

�
+ 𝑤𝑤���𝛽𝛽�

8𝑁𝑁    (18) 

ここに，𝛽𝛽＝��
�� 

圧縮軸力が作用するときは，圧縮を正に取って式

(14)の𝑁𝑁𝑁𝑁�𝑣𝑣 𝑁𝑁𝑣𝑣� の項の符号を反転した方程式を解

き，2点塑性関節生成荷重𝑤𝑤����およびそのときの

たわみ𝑣𝑣����，3点塑性関節生成荷重𝑤𝑤���およびその

ときのたわみ𝑣𝑣���は以下のようになる。 

𝑤𝑤���� = 2𝑁𝑁𝑁𝑁�(−1 + cos𝛽𝛽𝛽𝛽)
𝐸𝐸𝐸𝐸(𝛽𝛽𝛽𝛽 𝛽 sin𝛽𝛽𝛽𝛽 − 2 + 2cos𝛽𝛽𝛽𝛽)    (19) 

𝑣𝑣���� =
𝑤𝑤����𝛽𝛽 𝛽 sin𝛽𝛽𝛽𝛽2

2𝛽𝛽𝑁𝑁(1 + cos𝛽𝛽𝛽𝛽2 )
− 𝑤𝑤����𝛽𝛽�

8𝑁𝑁     (20) 

𝑤𝑤��� = 𝑁𝑁𝑁𝑁�
𝐸𝐸𝐸𝐸

1 + cos𝛽𝛽𝛽𝛽2
1 − cos𝛽𝛽𝛽𝛽2

         (21) 

𝑣𝑣��� = 1
𝛽𝛽� �

𝑤𝑤���
𝑁𝑁 −𝑁𝑁�

𝐸𝐸𝐸𝐸 �
1 − cos𝛽𝛽𝛽𝛽2

cos𝛽𝛽𝛽𝛽2
−𝑤𝑤���𝛽𝛽�

8𝑁𝑁   (22) 

なお，両端単純支持はりとしてみたときのオイ

ラー座屈荷重は𝑁𝑁� = 𝜋𝜋�𝐸𝐸𝐸𝐸 𝛽𝛽� ，対応する𝛽𝛽は𝛽𝛽 = 𝜋𝜋 𝛽𝛽
であり，式(22)よりこのときたわみは発散すること

がわかる。 
2.2.2 板曲げ強度に対する面内応力影響のパ

ラメトリックスタディ 

式(15)，(17)，(19)，(21)を用い，面内応力が作

用しているとき強度と面内応力が作用していないと

きの強度の比（2点・3点塑性関節生成荷重の比）

を求めた。引張面内応力のときの結果を図6，7，圧

縮面内応力のときの結果を図8，9に示す。計算にあ

たり， 𝛽𝛽 = 800 mm,  𝐸𝐸 = 206,000 MPa,  𝜎𝜎� = 315 MPa
とした。黒破線は面内応力に伴う付加面外荷重の影

響を考慮しないとき，すなわち式(3)による強度低

下を示す。 
図6，7より，引張面内応力作用時には付加面外荷

重の影響により強度が上昇すること，その効果は板

厚が薄いほど顕著であることがわかる。また，その

効果は2点塑性関節生成より3点塑性関節生成で大

きい。3点塑性関節荷重に関しては，板厚25～
30mmのとき0.5𝜎𝜎�程度まで，板厚15mmのとき

0.8𝜎𝜎�程度まで，ほとんど強度低下は見られない。 
図8，9より，圧縮面内応力作用時には付加面外荷

重の影響により強度が低下すること，その効果は板

厚が薄いほど顕著であることがわかる。2点塑性関

節生成荷重は板厚20mm程度，3点塑性関節生成荷

重は板厚25mm程度のとき，面内応力に対して強度

がほぼ線形に低下する（赤実線）。板厚がそれ以下

のとき強度がさらに下回るが，これらの板厚は実質

的には座屈基準で別途増厚されるので，赤線が実質

的な強度低下下限と考えられる。そこで，赤線の線

形強度低下式，(強度比) = 1 − 𝜎𝜎� 𝜎𝜎� をベースとす

る要求板厚算式(23)が，圧縮面内応力が作用する横

式構造における面内応力影響係数のひとつの目安と

なる。 

𝑡𝑡
𝑡𝑡� = 1

�1 − 𝜎𝜎�
𝜎𝜎�

             (23) 

 
図6 2点塑性関節生成荷重比（引張面内応力） 

 
図7 3点塑性関節生成荷重比（引張面内応力） 
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図8 2点塑性関節生成荷重比（圧縮面内応力） 

 
図9 3点塑性関節生成荷重比（圧縮面内応力） 

2.3 弾塑性FEMによる理論式の検証 

本節では，前節までで導出した理論式を弾塑性

FEMにより検証する。図10にFEMモデルを示す。

前節までの定式化に準じてアスペクト比影響を排除

するため，800mm×8000mmの十分に細長いパネ

ルとし，2ロンジスペース×2トランススペースを

モデル化した。長辺中央（点A）で応力・曲げモー

メントを検出するためメッシュを要素辺長2.5mm
となるように細分割した。また，パネル中央（点B）

で変位を検出する。解析はLS-DYNAの陰解法によ

り，板厚方向積分点数6のBelytschko-Tsayシェル

要素を用いた。ヤング係数206,000 MPa，ポアソン

比0.3，接線係数0，降伏応力315MPaとした。無限

に連続する防撓板をモデル化するため，境界条件は

周期境界条件とした。荷重はまず種々の面内荷重を

掛けた後に，所定の面外圧力まで荷重増分により負

荷し，その後面外圧力，面内荷重ともに除荷した。

その過程での点A，Bの応力，曲げモーメント，た

わみや除荷後の残留たわみを観察した。 

 
図10 解析モデル 

2.3.1 面内応力無しの場合 

図11にそれぞれ板厚20mm，14mm，6mmにつ

いて，面外圧力増分に対する点A，Bの曲げモーメ

ント，たわみと残留たわみの推移を示す。図中，2
点塑性関節生成荷重を縦実線，3点塑性関節生成荷

重を縦破線で示した。 

 
(1)板厚20mm 

 
(2)板厚14mm 

 
(3)板厚6mm 

図11 面外圧力による曲げモーメントとたわみ推移 

長辺中央（点A）の曲げモーメントは，全塑性

モーメント𝑀𝑀��において頭打ちになっており，その
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𝑤𝑤���� = 2𝑁𝑁𝑁𝑁�(𝑒𝑒�� − 1)
𝐸𝐸𝐸𝐸(𝛽𝛽𝛽𝛽 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑒𝑒�� − 2𝑒𝑒�� + 2)     (15) 

𝑣𝑣���� = 𝑤𝑤����𝛽𝛽(1 − 𝑒𝑒��� )
2𝛽𝛽𝑁𝑁(1 + 𝑒𝑒��� )

+ 𝑤𝑤����𝛽𝛽�
8𝑁𝑁      (16) 

𝑤𝑤��� = 𝑁𝑁𝑁𝑁�
𝐸𝐸𝐸𝐸 �1 + 𝑒𝑒���

1 − 𝑒𝑒���
�
�

        (17) 

𝑣𝑣��� = −
𝑁𝑁�𝐸𝐸𝐸𝐸 + 𝑤𝑤���𝑁𝑁
𝛽𝛽�(1 + 𝑒𝑒��) �𝑒𝑒

��
� − 1�

�
+ 𝑤𝑤���𝛽𝛽�

8𝑁𝑁    (18) 

ここに，𝛽𝛽＝��
�� 

圧縮軸力が作用するときは，圧縮を正に取って式

(14)の𝑁𝑁𝑁𝑁�𝑣𝑣 𝑁𝑁𝑣𝑣� の項の符号を反転した方程式を解

き，2点塑性関節生成荷重𝑤𝑤����およびそのときの

たわみ𝑣𝑣����，3点塑性関節生成荷重𝑤𝑤���およびその

ときのたわみ𝑣𝑣���は以下のようになる。 

𝑤𝑤���� = 2𝑁𝑁𝑁𝑁�(−1 + cos𝛽𝛽𝛽𝛽)
𝐸𝐸𝐸𝐸(𝛽𝛽𝛽𝛽 𝛽 sin𝛽𝛽𝛽𝛽 − 2 + 2cos𝛽𝛽𝛽𝛽)    (19) 

𝑣𝑣���� =
𝑤𝑤����𝛽𝛽 𝛽 sin𝛽𝛽𝛽𝛽2

2𝛽𝛽𝑁𝑁(1 + cos𝛽𝛽𝛽𝛽2 )
− 𝑤𝑤����𝛽𝛽�

8𝑁𝑁     (20) 

𝑤𝑤��� = 𝑁𝑁𝑁𝑁�
𝐸𝐸𝐸𝐸

1 + cos𝛽𝛽𝛽𝛽2
1 − cos𝛽𝛽𝛽𝛽2

         (21) 

𝑣𝑣��� = 1
𝛽𝛽� �

𝑤𝑤���
𝑁𝑁 −𝑁𝑁�

𝐸𝐸𝐸𝐸 �
1 − cos𝛽𝛽𝛽𝛽2

cos𝛽𝛽𝛽𝛽2
−𝑤𝑤���𝛽𝛽�

8𝑁𝑁   (22) 

なお，両端単純支持はりとしてみたときのオイ

ラー座屈荷重は𝑁𝑁� = 𝜋𝜋�𝐸𝐸𝐸𝐸 𝛽𝛽� ，対応する𝛽𝛽は𝛽𝛽 = 𝜋𝜋 𝛽𝛽
であり，式(22)よりこのときたわみは発散すること

がわかる。 
2.2.2 板曲げ強度に対する面内応力影響のパ

ラメトリックスタディ 

式(15)，(17)，(19)，(21)を用い，面内応力が作

用しているとき強度と面内応力が作用していないと

きの強度の比（2点・3点塑性関節生成荷重の比）

を求めた。引張面内応力のときの結果を図6，7，圧

縮面内応力のときの結果を図8，9に示す。計算にあ

たり， 𝛽𝛽 = 800 mm,  𝐸𝐸 = 206,000 MPa,  𝜎𝜎� = 315 MPa
とした。黒破線は面内応力に伴う付加面外荷重の影

響を考慮しないとき，すなわち式(3)による強度低

下を示す。 
図6，7より，引張面内応力作用時には付加面外荷

重の影響により強度が上昇すること，その効果は板

厚が薄いほど顕著であることがわかる。また，その

効果は2点塑性関節生成より3点塑性関節生成で大

きい。3点塑性関節荷重に関しては，板厚25～
30mmのとき0.5𝜎𝜎�程度まで，板厚15mmのとき

0.8𝜎𝜎�程度まで，ほとんど強度低下は見られない。 
図8，9より，圧縮面内応力作用時には付加面外荷

重の影響により強度が低下すること，その効果は板

厚が薄いほど顕著であることがわかる。2点塑性関

節生成荷重は板厚20mm程度，3点塑性関節生成荷

重は板厚25mm程度のとき，面内応力に対して強度

がほぼ線形に低下する（赤実線）。板厚がそれ以下

のとき強度がさらに下回るが，これらの板厚は実質

的には座屈基準で別途増厚されるので，赤線が実質

的な強度低下下限と考えられる。そこで，赤線の線

形強度低下式，(強度比) = 1 − 𝜎𝜎� 𝜎𝜎� をベースとす

る要求板厚算式(23)が，圧縮面内応力が作用する横

式構造における面内応力影響係数のひとつの目安と

なる。 

𝑡𝑡
𝑡𝑡� = 1

�1 − 𝜎𝜎�
𝜎𝜎�

             (23) 

 
図6 2点塑性関節生成荷重比（引張面内応力） 

 
図7 3点塑性関節生成荷重比（引張面内応力） 
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図8 2点塑性関節生成荷重比（圧縮面内応力） 

 
図9 3点塑性関節生成荷重比（圧縮面内応力） 

2.3 弾塑性FEMによる理論式の検証 

本節では，前節までで導出した理論式を弾塑性

FEMにより検証する。図10にFEMモデルを示す。

前節までの定式化に準じてアスペクト比影響を排除

するため，800mm×8000mmの十分に細長いパネ

ルとし，2ロンジスペース×2トランススペースを

モデル化した。長辺中央（点A）で応力・曲げモー

メントを検出するためメッシュを要素辺長2.5mm
となるように細分割した。また，パネル中央（点B）

で変位を検出する。解析はLS-DYNAの陰解法によ

り，板厚方向積分点数6のBelytschko-Tsayシェル

要素を用いた。ヤング係数206,000 MPa，ポアソン

比0.3，接線係数0，降伏応力315MPaとした。無限

に連続する防撓板をモデル化するため，境界条件は

周期境界条件とした。荷重はまず種々の面内荷重を

掛けた後に，所定の面外圧力まで荷重増分により負

荷し，その後面外圧力，面内荷重ともに除荷した。

その過程での点A，Bの応力，曲げモーメント，た

わみや除荷後の残留たわみを観察した。 

 
図10 解析モデル 

2.3.1 面内応力無しの場合 

図11にそれぞれ板厚20mm，14mm，6mmにつ

いて，面外圧力増分に対する点A，Bの曲げモーメ

ント，たわみと残留たわみの推移を示す。図中，2
点塑性関節生成荷重を縦実線，3点塑性関節生成荷

重を縦破線で示した。 

 
(1)板厚20mm 

 
(2)板厚14mm 

 
(3)板厚6mm 

図11 面外圧力による曲げモーメントとたわみ推移 

長辺中央（点A）の曲げモーメントは，全塑性

モーメント𝑀𝑀��において頭打ちになっており，その

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

強
度
比

σy /σY

板厚
6 [mm]

10 [mm]

15 [mm]

20 [mm]

25 [mm]

30 [mm]

Mp比式(3)

CSR

線形強度低下

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

強
度
比

σy /σY

板厚
10 [mm]

15 [mm]

20 [mm]

25 [mm]

30 [mm]

Mp比式(3)

CSR

線形強度低下

0
5
10
15
20
25
30
35
40
45

0.00
0.50
1.00
1.50
2.00
2.50
3.00
3.50
4.00
4.50

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00 1.20 1.40

た
わ
み

(m
m

)

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
×

10
4

(N
・

m
m

)

面外圧力 (MPa)
曲げモーメント(点A) 曲げモーメント(点B)
たわみ 残留たわみ

3 h
ing

e

𝑀𝑀�� 2 h
ing

e

0

5

10

15

20

25

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70

た
わ
み

(m
m

)

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
×

10
4

(N
・

m
m

)

面外圧力 (MPa)
曲げモーメント(点A) 曲げモーメント(点B)
たわみ 残留たわみ

0

5

10

15

20

25

30

35

40

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

0.00 0.02 0.04 0.06 0.08 0.10 0.12 0.14 0.16

た
わ
み

(m
m

)

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
×

10
3

(N
・

m
m

)

面外圧力 (MPa)
曲げモーメント(点A) 曲げモーメント(点B)
たわみ 残留たわみ

2 3

岩
中

2

w
ord

品
目
／
A
S14I

2020

仮（P.33）

NK技報No6（和文）_2_CC2020.indd   33NK技報No6（和文）_2_CC2020.indd   33 2022/11/10   16:032022/11/10   16:03



 
 
 
 ClassNK技報 No.6，2022（Ⅱ） 

－32－ 

ときの面外圧力は板厚6mmのケースを除いておよ

そ計算上の2点塑性関節生成荷重と一致している。

一方，パネル中央（点B）の曲げモーメントも𝑀𝑀��
において頭打ちになっているものの，𝑀𝑀��に達する

には3点塑性関節生成荷重よりもかなり大きい荷重

を要している。この傾向は特に板厚が薄いとき顕著

で，さらに板厚6mmのときは2点塑性関節生成も若

干遅れていることが観察される。これらは膜応力で

面外荷重を保持した結果であり，2点塑性関節生成

まではこの影響は小さいが，3点塑性関節生成にお

いては無視できない影響を及ぼすことがわかる。残

留たわみを観察すると，いずれの板厚においても2
点塑性関節生成荷重より大きい負荷を掛けると，残

留たわみが大きく成長し始めることがわかる。以上

のことから後述する残留たわみクライテリアによる

強度基準の策定においては2点塑性関節生成を基準

にすることが妥当と思われる。 
2.3.2 横式構造に面内応力が作用する場合 

図12に圧縮面内応力が作用した場合，図13に引張

面内応力が作用した場合の，それぞれ長辺中央（点

A）およびパネル中央（点B）における曲げモーメ

ントを示す。板厚は20mmである。 

 
(1)長辺中央（点A） 

 
(2)パネル中央（点B） 

図12 横式構造に圧縮面内応力が作用するときの 

曲げモーメント推移 

 
(1)長辺中央（点A） 

 
(2)パネル中央（点B） 

図13 横式構造に引張面内応力が作用するときの 

曲げモーメント推移 

図中，FEM結果を破線・一点鎖線等で示し，前

節で導いた理論計算結果を実線で示している。図中

の数本の黒横線は，式(3)で得られるそれぞれの面

内応力に対応した全塑性モーメントである。理論計

算結果に付されているマーカーは，それぞれ式(15)，
(17)，(19)，(21)による2点塑性関節および3点塑性

関節生成の位置である。FEMと理論式を比べると，

2点塑性関節生成まではよく一致しているが，点B
の曲げモーメントに見られるようにその後は膜応力

の影響により乖離している。圧縮面内応力が作用す

るとき，面内応力の増大に伴って付加面外荷重の影

響によりグラフの傾斜が大きくなっている。これに

より，面内応力に伴う全塑性モーメント𝑀𝑀�の低下

と相まって，2・3点塑性関節生成荷重が大きく低

下している。逆に引張面内応力が作用するときは，

面内応力の増大に伴ってグラフの傾斜が小さくなっ

ていく。この場合，傾斜が小さくなることによる強

度上昇と𝑀𝑀�の低下による強度低下の兼ね合いで，

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00 1.20 1.40

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
×

10
4

(N
・

m
m

)

面外圧力 (MPa)

FEM 0 [MPa]
FEM 50 [MPa]
FEM 100 [MPa]
FEM 150 [MPa]
Theory 0 [MPa]
Theory 50 [MPa]
Theory 100 [MPa]
Theory 150 [MPa]

𝑀𝑀�

50 MPa
100 MPa

0 MPa

150 MPa

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00 1.20 1.40

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト

×1
04

 (N
・

m
m

)

面外圧力 (MPa)

FEM 0 [MPa]
FEM 50 [MPa]
FEM 100 [MPa]
FEM 150 [MPa]
Theory 0 [MPa]
Theory 50 [MPa]
Theory 100 [MPa]
Theory 150 [MPa]

𝑀𝑀�
0 MPa

100 MPa
150 MPa

50 MPa

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00 1.20 1.40

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト

×1
04

  (
N・

m
m

)

面外圧力 (MPa)
FEM 0 [MPa] FEM 50 [MPa] FEM 100 [MPa]
FEM 150 [MPa] FEM 200 [MPa] Theory 0 [MPa]
Theory 50 [MPa] Theory 100 [MPa] Theory 150 [MPa]
Theory 200 [MPa]

𝑀𝑀�

50 MPa
100 MPa

0 MPa

150 MPa

200 MPa

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00 1.20 1.40

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
×

10
4

(N
・

m
m

)

面外圧力 (MPa)
FEM 0 [MPa] FEM 50 [MPa] FEM 100 [MPa]
FEM 150 [MPa] FEM 200 [MPa] Theory 0 [MPa]
Theory 50 [MPa] Theory 100 [MPa] Theory 150 [MPa]
Theory 200 [MPa]

50 MPa
100 MPa

0 MPa

150 MPa

200 MPa

𝑀𝑀�

 
 
 

板部材の局部強度算式の開発 

－33－ 

面内応力の増加に伴い一旦強度が上昇した後，低下

に転じることがグラフからも観察される。 
2.3.3 縦式構造に面内応力が作用する場合 

次に，縦式構造に圧縮面内応力が作用するときの

長辺中央（点A）における曲げモーメントの推移を

図14に示す。数本の黒横線は，縦式構造に対応する

式(12)で得られるそれぞれの面内応力に対応した全

塑性モーメントである。横式構造に比べて全塑性

モーメントに対する面内応力の影響は小さいので，

式(3)に基づく図12，13と比べると面内応力による

全塑性モーメントの減少量は小さい。縦式構造に対

しては面内応力による付加面外荷重ははたらかない

ので，面内応力の大きさにかかわらず各線の傾きは

一致している。図は省略するが，パネル中央（点B）

においても，また引張面内応力が作用する場合にお

いても面内応力の作用による差異がほとんど生じな

いことが観察された。 

 
図14 縦式構造に圧縮面内応力が作用するときの 

長辺中央（点A）における曲げモーメント推移 

図14の線が，各面内応力に対応する全塑性モーメ

ントの横線に達したときに点Aに塑性関節が形成さ

れると想定される。ところが，面内応力が作用して

いる場合でも，FEMの曲げモーメントは対応する

理論上の全塑性モーメントを突き抜けて，面内応力

無しの値𝑀𝑀��に達して頭打ちになっていることが観

察される。これは実質的にこの断面では面内応力が

作用しない場合の全塑性モーメントを支えることが

でき，縦式構造では強度への面内応力影響が非常に

小さくなる可能性を示唆している。この理由を考察

するため，引張面内応力200MPaが作用しているパ

ネルに徐々に面外圧力を掛けたときの点Aの上面お

よび下面の応力履歴を図15に示す。水色が𝑥𝑥方向応

力，オレンジ色が𝑦𝑦方向応力，黒がミーゼス応力で，

実線と破線がそれぞれ上面と下面の値を示す。 

 
図15 点Aの表面応力状態の推移 

（縦式・引張応力200MPa） 

面外圧力を掛け始めると，𝑦𝑦方向曲げ応力が上

面・下面で逆向きに発生し，それにポアソン比0.3
を掛けた分だけ𝑥𝑥方向応力が初期値200MPaから変

化している。面外圧力0.31MPaで下面の降伏に伴い

下面応力の傾きが変わり，次に面外圧力0.43MPaで
上面が降伏し上面応力の傾きも変化している。さら

に面外圧力を掛けていくと，面内応力が抜けて𝑥𝑥方
向応力が𝜈𝜈�(= 0.5) ∙ 𝜎𝜎�に落ち着いて行く一方，𝜎𝜎�は
降伏後も増大を続け，面外圧力がおよそ0.78MPaの
ときα(= 1.15) ∙ 𝜎𝜎�に達する。この現象を図16のミー

ゼス降伏曲線上に示す。つまり，下面降伏（●点），

上面降伏（■点）後さらに面外圧力を掛けていくと，

図3のように𝑥𝑥方向面内応力を保持しながらポアソン

比が0.5に変化するのではなく，𝑥𝑥方向面内応力が抜

けていく方向に動いていることがわかる。 

 
図16 縦式構造の板曲げに対するミーゼス降伏曲線 

（FEM結果の応力推移） 

このことは，非常に大きな面外荷重を掛けた場合

には板曲げ強度に対する面内応力の影響は消失する

ことを意味する。しかしながら，2点塑性関節生成

時点（計算上0.527MPa）ではまだ𝑥𝑥方向面内応力
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ときの面外圧力は板厚6mmのケースを除いておよ

そ計算上の2点塑性関節生成荷重と一致している。

一方，パネル中央（点B）の曲げモーメントも𝑀𝑀��
において頭打ちになっているものの，𝑀𝑀��に達する

には3点塑性関節生成荷重よりもかなり大きい荷重

を要している。この傾向は特に板厚が薄いとき顕著

で，さらに板厚6mmのときは2点塑性関節生成も若

干遅れていることが観察される。これらは膜応力で

面外荷重を保持した結果であり，2点塑性関節生成

まではこの影響は小さいが，3点塑性関節生成にお

いては無視できない影響を及ぼすことがわかる。残

留たわみを観察すると，いずれの板厚においても2
点塑性関節生成荷重より大きい負荷を掛けると，残

留たわみが大きく成長し始めることがわかる。以上

のことから後述する残留たわみクライテリアによる

強度基準の策定においては2点塑性関節生成を基準

にすることが妥当と思われる。 
2.3.2 横式構造に面内応力が作用する場合 

図12に圧縮面内応力が作用した場合，図13に引張

面内応力が作用した場合の，それぞれ長辺中央（点

A）およびパネル中央（点B）における曲げモーメ

ントを示す。板厚は20mmである。 

 
(1)長辺中央（点A） 

 
(2)パネル中央（点B） 

図12 横式構造に圧縮面内応力が作用するときの 

曲げモーメント推移 

 
(1)長辺中央（点A） 

 
(2)パネル中央（点B） 

図13 横式構造に引張面内応力が作用するときの 

曲げモーメント推移 

図中，FEM結果を破線・一点鎖線等で示し，前

節で導いた理論計算結果を実線で示している。図中

の数本の黒横線は，式(3)で得られるそれぞれの面

内応力に対応した全塑性モーメントである。理論計

算結果に付されているマーカーは，それぞれ式(15)，
(17)，(19)，(21)による2点塑性関節および3点塑性

関節生成の位置である。FEMと理論式を比べると，

2点塑性関節生成まではよく一致しているが，点B
の曲げモーメントに見られるようにその後は膜応力

の影響により乖離している。圧縮面内応力が作用す

るとき，面内応力の増大に伴って付加面外荷重の影

響によりグラフの傾斜が大きくなっている。これに

より，面内応力に伴う全塑性モーメント𝑀𝑀�の低下

と相まって，2・3点塑性関節生成荷重が大きく低

下している。逆に引張面内応力が作用するときは，

面内応力の増大に伴ってグラフの傾斜が小さくなっ

ていく。この場合，傾斜が小さくなることによる強

度上昇と𝑀𝑀�の低下による強度低下の兼ね合いで，
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面内応力の増加に伴い一旦強度が上昇した後，低下

に転じることがグラフからも観察される。 
2.3.3 縦式構造に面内応力が作用する場合 

次に，縦式構造に圧縮面内応力が作用するときの

長辺中央（点A）における曲げモーメントの推移を

図14に示す。数本の黒横線は，縦式構造に対応する

式(12)で得られるそれぞれの面内応力に対応した全

塑性モーメントである。横式構造に比べて全塑性

モーメントに対する面内応力の影響は小さいので，

式(3)に基づく図12，13と比べると面内応力による

全塑性モーメントの減少量は小さい。縦式構造に対

しては面内応力による付加面外荷重ははたらかない

ので，面内応力の大きさにかかわらず各線の傾きは

一致している。図は省略するが，パネル中央（点B）

においても，また引張面内応力が作用する場合にお

いても面内応力の作用による差異がほとんど生じな

いことが観察された。 

 
図14 縦式構造に圧縮面内応力が作用するときの 

長辺中央（点A）における曲げモーメント推移 

図14の線が，各面内応力に対応する全塑性モーメ

ントの横線に達したときに点Aに塑性関節が形成さ

れると想定される。ところが，面内応力が作用して

いる場合でも，FEMの曲げモーメントは対応する

理論上の全塑性モーメントを突き抜けて，面内応力

無しの値𝑀𝑀��に達して頭打ちになっていることが観

察される。これは実質的にこの断面では面内応力が

作用しない場合の全塑性モーメントを支えることが

でき，縦式構造では強度への面内応力影響が非常に

小さくなる可能性を示唆している。この理由を考察

するため，引張面内応力200MPaが作用しているパ

ネルに徐々に面外圧力を掛けたときの点Aの上面お

よび下面の応力履歴を図15に示す。水色が𝑥𝑥方向応

力，オレンジ色が𝑦𝑦方向応力，黒がミーゼス応力で，

実線と破線がそれぞれ上面と下面の値を示す。 

 
図15 点Aの表面応力状態の推移 

（縦式・引張応力200MPa） 

面外圧力を掛け始めると，𝑦𝑦方向曲げ応力が上

面・下面で逆向きに発生し，それにポアソン比0.3
を掛けた分だけ𝑥𝑥方向応力が初期値200MPaから変

化している。面外圧力0.31MPaで下面の降伏に伴い

下面応力の傾きが変わり，次に面外圧力0.43MPaで
上面が降伏し上面応力の傾きも変化している。さら

に面外圧力を掛けていくと，面内応力が抜けて𝑥𝑥方
向応力が𝜈𝜈�(= 0.5) ∙ 𝜎𝜎�に落ち着いて行く一方，𝜎𝜎�は
降伏後も増大を続け，面外圧力がおよそ0.78MPaの
ときα(= 1.15) ∙ 𝜎𝜎�に達する。この現象を図16のミー

ゼス降伏曲線上に示す。つまり，下面降伏（●点），

上面降伏（■点）後さらに面外圧力を掛けていくと，

図3のように𝑥𝑥方向面内応力を保持しながらポアソン

比が0.5に変化するのではなく，𝑥𝑥方向面内応力が抜

けていく方向に動いていることがわかる。 

 
図16 縦式構造の板曲げに対するミーゼス降伏曲線 

（FEM結果の応力推移） 

このことは，非常に大きな面外荷重を掛けた場合

には板曲げ強度に対する面内応力の影響は消失する

ことを意味する。しかしながら，2点塑性関節生成

時点（計算上0.527MPa）ではまだ𝑥𝑥方向面内応力
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が抜けきっていないこと，2点塑性関節生成で残留

たわみの増大が始まることから，板の強度基準を2
点塑性関節生成に置くときには面内応力による全塑

性モーメントの減少を考慮するのが妥当と考えられ

る。 

3．弾塑性FEMによる残留たわみ基準のシリー

ズ解析 

Hughesら10) 11)も指摘しているように，主として

面外圧力を受ける板部材は膜応力の影響などによっ

て非常に大きい最終強度を有しているので，設計基

準としてはむしろ残留たわみのような保守性に基づ

く指標が有用である。そこで本章では，残留たわみ

を基準とする弾塑性FEMのシリーズ計算を実施し，

板曲げ強度への面内応力影響を整理し，2章で導出

した計算式と比較検討する。FEMモデルは2章で用

いたものと同じものを用い，面内応力レベルごとに

所定の残留たわみが残る面外圧力をFEMの繰り返

し計算により求めた。2章で示したように，板厚に

よらず2点塑性関節生成に相当する荷重を超えると

残留たわみが大きくなり始めることから，強度クラ

イテリアとして2点塑性関節生成を基準とすること

が妥当と考えられる。そこで，14mmの板に面内応

力無しで2点塑性関節生成荷重を与えたときの残留

たわみ0.26mmを，共通のクライテリアとして採用

した。 
3.1 横式構造の解析結果 

図17に横式構造に面内圧縮応力が作用している場

合の，残留たわみが0.26mmとなる板厚と面外圧力

の関係を示す。面内応力が増大すると，同じ板厚に

対して面外圧力が著しく低下し，同じ面外圧力に対

して板厚が著しく増加することがわかる。横軸に面

内応力を取り，面内応力が作用していない場合との

強度比をプロットしたものを図18に示す。FEM結

果は，図8に示した2点塑性関節生成荷重に関する

強度比の理論値のグラフと一致した傾向を示してい

ることがわかる。線形強度低下式（赤実線）は

FEM結果を安全側にカバーしている。なお，参考

までに残留たわみを4mmに設定して同様の計算を

すると，面内応力の影響がより顕著になり，図9に

示した3点塑性関節生成荷重に関する強度比の理論

値のグラフにより近づく結果となった。図19に圧縮

面内応力と要求板厚比の関係を示す。FEM結果の

要求板厚比は旧NKの式(4)より大きく，CSR要求値

の上下にばらついている。面外圧力が小さいとき

（板厚が小さいとき）要求板厚比はCSR要求値より

大きくなっているが，線形強度低下式（式(23)；赤

実線）がFEM結果を安全側にカバーしている。 

 
図17 板厚と面外圧力の関係（横式・圧縮面内応力） 

 
図18 圧縮面内応力と強度比の関係（横式） 

 
図19 圧縮面内応力と要求板厚比の関係（横式） 

次に面内応力が引張である場合の同様の図を図20，

21，22に示す。図20では面内応力の違いによる各線

のばらつきが図17と比べて小さく，強度への引張面

内応力の影響は小さいことがわかる。特に面外圧力

が小さいとき，すなわち板厚が小さいときは，引張

面内応力の作用により強度が上昇している範囲があ

ることが観察される。面内応力が作用していない場

合との強度比を示す図21は，図6に示した引張面内

応力作用下の2点塑性関節生成荷重に関する強度比
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の理論値のグラフと一致した傾向を示していること

がわかる。この場合，旧NK規則で採用されている

ミーゼス降伏条件に基づく全塑性モーメント比（式

(3)・黒太破線）がFEM結果を安全側にカバーして

いる。なお，参考までに残留たわみを4mmに設定

して同様の計算をすると面内応力の影響がより顕著

になり，図7に示した3点塑性関節生成荷重に関す

る強度比の理論値のグラフに近づく結果となった。

図22の引張面内応力と要求板厚比の関係では，

FEM結果の要求板厚比は，最も要求板厚比の小さ

い旧NK規則（式(4)・黒太破線）よりさらに下にあ

り，これがFEM結果を安全側にカバーしている。

面外圧力が小さいとき（板厚が小さいとき），引張

面内応力により強度が上昇し，要求板厚比が1.0を
下回っている。残留たわみ基準を4mmとした計算

ではこの傾向はより顕著となり，ほぼすべてのケー

スで強度低下は観察されなくなる。しかしながら，

残留たわみが成長し始める2点塑性関節生成に相当

する0.26mm基準では図22のように明確な面内応力

影響が観察されることから，この影響を無視するこ

とは危険側となる。 
横式構造への圧縮と引張の面内応力の影響につい

てまとめると，圧縮面内応力の場合は線形強度低下

による式(23)が，引張面内応力の場合はミーゼス降

伏条件に基づく式(4)がFEM結果の要求板厚比を安

全側にカバーしている。この場合，圧縮では板厚が

厚いとき，引張では板厚が薄いときに安全余裕が大

きくなる。 

 
図20 板厚と面外圧力の関係（横式・引張面内応力） 

 
図21 引張面内応力と強度比の関係（横式） 

 
図22 引張面内応力と要求板厚比の関係（横式） 

3.2 縦式構造の解析結果 

縦式構造に圧縮面内応力が作用している場合の同

様の図を図23，24，25に示す。図23に見られるよう

に，面内応力影響はかなり小さいが，面外圧力のレ

ベルにかかわらず同じように生じている。図24の強

度比に示すように，旧NK規則は0.5𝜎𝜎�まで，CSRは

0.2𝜎𝜎�まで面内応力影響を無視しているが，FEM結

果は面内応力が小さい段階からわずかな減少傾向を

示しミーゼス降伏基準に基づく式(12)（赤実線）が

安全側にその傾向をよく表している。要求板厚比で

整理した図25においても，ミーゼス降伏基準に基づ

く式(13)（赤実線）がFEM結果を安全側にカバー

している。 
なお，引張面内応力の場合は圧縮の場合とほぼ同

じ結果であった。また4mm残留たわみ基準でまと

めると，面内応力影響がほぼ無視できるレベルまで

小さくなった。これは2.3.3項で説明した，塑性関

節生成箇所から面内応力が抜ける現象によるものと

考えられる。 
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が抜けきっていないこと，2点塑性関節生成で残留

たわみの増大が始まることから，板の強度基準を2
点塑性関節生成に置くときには面内応力による全塑

性モーメントの減少を考慮するのが妥当と考えられ

る。 

3．弾塑性FEMによる残留たわみ基準のシリー

ズ解析 

Hughesら10) 11)も指摘しているように，主として

面外圧力を受ける板部材は膜応力の影響などによっ

て非常に大きい最終強度を有しているので，設計基

準としてはむしろ残留たわみのような保守性に基づ

く指標が有用である。そこで本章では，残留たわみ

を基準とする弾塑性FEMのシリーズ計算を実施し，

板曲げ強度への面内応力影響を整理し，2章で導出

した計算式と比較検討する。FEMモデルは2章で用

いたものと同じものを用い，面内応力レベルごとに

所定の残留たわみが残る面外圧力をFEMの繰り返

し計算により求めた。2章で示したように，板厚に

よらず2点塑性関節生成に相当する荷重を超えると

残留たわみが大きくなり始めることから，強度クラ

イテリアとして2点塑性関節生成を基準とすること

が妥当と考えられる。そこで，14mmの板に面内応

力無しで2点塑性関節生成荷重を与えたときの残留

たわみ0.26mmを，共通のクライテリアとして採用

した。 
3.1 横式構造の解析結果 

図17に横式構造に面内圧縮応力が作用している場

合の，残留たわみが0.26mmとなる板厚と面外圧力

の関係を示す。面内応力が増大すると，同じ板厚に

対して面外圧力が著しく低下し，同じ面外圧力に対

して板厚が著しく増加することがわかる。横軸に面

内応力を取り，面内応力が作用していない場合との

強度比をプロットしたものを図18に示す。FEM結

果は，図8に示した2点塑性関節生成荷重に関する

強度比の理論値のグラフと一致した傾向を示してい

ることがわかる。線形強度低下式（赤実線）は

FEM結果を安全側にカバーしている。なお，参考

までに残留たわみを4mmに設定して同様の計算を

すると，面内応力の影響がより顕著になり，図9に

示した3点塑性関節生成荷重に関する強度比の理論

値のグラフにより近づく結果となった。図19に圧縮

面内応力と要求板厚比の関係を示す。FEM結果の

要求板厚比は旧NKの式(4)より大きく，CSR要求値

の上下にばらついている。面外圧力が小さいとき

（板厚が小さいとき）要求板厚比はCSR要求値より

大きくなっているが，線形強度低下式（式(23)；赤

実線）がFEM結果を安全側にカバーしている。 

 
図17 板厚と面外圧力の関係（横式・圧縮面内応力） 

 
図18 圧縮面内応力と強度比の関係（横式） 

 
図19 圧縮面内応力と要求板厚比の関係（横式） 

次に面内応力が引張である場合の同様の図を図20，

21，22に示す。図20では面内応力の違いによる各線

のばらつきが図17と比べて小さく，強度への引張面

内応力の影響は小さいことがわかる。特に面外圧力

が小さいとき，すなわち板厚が小さいときは，引張

面内応力の作用により強度が上昇している範囲があ

ることが観察される。面内応力が作用していない場

合との強度比を示す図21は，図6に示した引張面内

応力作用下の2点塑性関節生成荷重に関する強度比
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の理論値のグラフと一致した傾向を示していること

がわかる。この場合，旧NK規則で採用されている

ミーゼス降伏条件に基づく全塑性モーメント比（式

(3)・黒太破線）がFEM結果を安全側にカバーして

いる。なお，参考までに残留たわみを4mmに設定

して同様の計算をすると面内応力の影響がより顕著

になり，図7に示した3点塑性関節生成荷重に関す

る強度比の理論値のグラフに近づく結果となった。

図22の引張面内応力と要求板厚比の関係では，

FEM結果の要求板厚比は，最も要求板厚比の小さ

い旧NK規則（式(4)・黒太破線）よりさらに下にあ

り，これがFEM結果を安全側にカバーしている。

面外圧力が小さいとき（板厚が小さいとき），引張

面内応力により強度が上昇し，要求板厚比が1.0を
下回っている。残留たわみ基準を4mmとした計算

ではこの傾向はより顕著となり，ほぼすべてのケー

スで強度低下は観察されなくなる。しかしながら，

残留たわみが成長し始める2点塑性関節生成に相当

する0.26mm基準では図22のように明確な面内応力

影響が観察されることから，この影響を無視するこ

とは危険側となる。 
横式構造への圧縮と引張の面内応力の影響につい

てまとめると，圧縮面内応力の場合は線形強度低下

による式(23)が，引張面内応力の場合はミーゼス降

伏条件に基づく式(4)がFEM結果の要求板厚比を安

全側にカバーしている。この場合，圧縮では板厚が

厚いとき，引張では板厚が薄いときに安全余裕が大

きくなる。 

 
図20 板厚と面外圧力の関係（横式・引張面内応力） 

 
図21 引張面内応力と強度比の関係（横式） 

 
図22 引張面内応力と要求板厚比の関係（横式） 

3.2 縦式構造の解析結果 

縦式構造に圧縮面内応力が作用している場合の同

様の図を図23，24，25に示す。図23に見られるよう

に，面内応力影響はかなり小さいが，面外圧力のレ

ベルにかかわらず同じように生じている。図24の強

度比に示すように，旧NK規則は0.5𝜎𝜎�まで，CSRは

0.2𝜎𝜎�まで面内応力影響を無視しているが，FEM結

果は面内応力が小さい段階からわずかな減少傾向を

示しミーゼス降伏基準に基づく式(12)（赤実線）が

安全側にその傾向をよく表している。要求板厚比で

整理した図25においても，ミーゼス降伏基準に基づ

く式(13)（赤実線）がFEM結果を安全側にカバー

している。 
なお，引張面内応力の場合は圧縮の場合とほぼ同

じ結果であった。また4mm残留たわみ基準でまと

めると，面内応力影響がほぼ無視できるレベルまで

小さくなった。これは2.3.3項で説明した，塑性関

節生成箇所から面内応力が抜ける現象によるものと

考えられる。 
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図23 板厚と面外圧力の関係（縦式・圧縮面内応力） 

 
図24 圧縮面内応力と強度比の関係（縦式） 

 
図25 圧縮面内応力と要求板厚比の関係（縦式） 

3.3 面内応力係数のまとめ 

以上の結果からFEM結果を安全側にカバーでき

る強度比と寸法算式（要求板厚比）のまとめを表2

に示す。縦式構造の場合は面内応力と曲げ応力が直

交する場合のミーゼス降伏基準（式(13)），横式構

造引張の場合は面内応力と曲げ応力が同じ方向の場

合のミーゼス降伏基準（式(4)），横式構造圧縮の場

合は線形強度低下基準（式(23)）となる。 

4．面内応力とアスペクト比の複合影響 

前章まででは板部材のアスペクト比が十分に大き

い場合について検討し，縦式構造と横式構造で面内

応力影響が大きく異なることを示した。アスペクト

比が小さい場合にも同じ面内応力影響係数を適用す

ると，アスペクト比が1.0より大きいか小さいかで

要求板厚が不連続となるという不合理が生じる。実

際にはこのような場合，縦式構造と横式構造の中間

的な面内応力影響を受けるものと考えられる。 
一方，板部材のアスペクト比が小さいときの強度

上昇を考慮するため，CSRなどでは寸法算式にア

スペクト比補正係数を導入しているが，面内応力影

響とは独立に扱われている。そこで本章では，面内

応力影響係数を縦式構造と横式構造の間で合理的に

補間する方法，およびアスペクト比補正係数と組み

合わせた複合影響係数を検討する。 
4.1 複合影響係数の導出 

面内応力が作用する場合，縦式か横式か，また面

内応力が圧縮か引張かによって表2の𝐶𝐶�の比で強度

が低下する。これらの𝐶𝐶�の式はすべて，式(24)の形

に一般化して表現することができる。そこで，式

(24)中の𝛼𝛼および𝛽𝛽を縦式構造と横式構造の間で適

切に補間することで，アスペクト比が小さい場合の

面内応力影響を合理的に表すことを考える。 

表2 面内応力影響係数（強度比）と要求板厚比 
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𝐶𝐶� = �1 − �|𝜎𝜎��|
𝜎𝜎� �

�
�
�

           (24) 

ここに，𝜎𝜎��は船体縦曲げ応力であり，本章では

面内応力として船体縦曲げ応力のみを考えることと

する。このようにおくと，アスペクト比が大きい場

合，縦式構造では𝛼𝛼 = 2,𝛽𝛽 = 1 2 ，横式構造では面

内応力が引張のとき𝛼𝛼 = 2,𝛽𝛽 = 1，面内応力が圧縮

のとき𝛼𝛼 = 1,𝛽𝛽 = 1である。 
次にアスペクト比補正係数に関して，前章での面

内応力影響係数は2点塑性関節生成を基準としてい

る。そこで，ここではアスペクト比補正係数を，板

の弾性曲げ理論をベースに検討する。四周固定の有

限アスペクト比の矩形板が等分布荷重を受ける場合

の長辺中央と短辺中央における曲げモーメントの級

数解12)を用い，短辺の長さが同一でアスペクト比∞
のときの要求板厚𝑡𝑡�との要求板厚比の近似式を，

式(25)，(26)のように求めた。 

𝐶𝐶�������� = min�1.07 − 0.28 �min(𝑙𝑙, 𝑠𝑠)
max(𝑙𝑙, 𝑠𝑠)�

�
, 1� (25) 

𝐶𝐶�������� = min�0.84 − 0.05�min(𝑙𝑙, 𝑠𝑠)
max(𝑙𝑙, 𝑠𝑠)�

�
, 0.828� 

(26) 

ここに，𝑙𝑙は船体長手方向の辺長，𝑠𝑠は船体幅方向

の辺長，𝐶𝐶��������,𝐶𝐶��������はそれぞれ長辺中央およ

び短辺中央におけるアスペクト比影響による要求板

厚比である。面内応力が作用していない場合は常に

𝐶𝐶��������の方が𝐶𝐶��������よりも大きいので，𝐶𝐶��������
をアスペクト比補正係数のベースとして採用する。 

次に，これに対する面内応力影響を考える。縦式

構造の場合，長辺中央よりも短辺中央に対する面内

応力影響の方が大きくなるので，面内応力が大きい

場合には短辺中央が先に塑性関節化することになる。

縦式構造でアスペクト比が小さい場合について，面

内応力に伴う付加面外荷重影響は小さいと考えて長

辺中央について式(12)，短辺中央について式(3)で
表される強度低下を考える。図26に，縦式構造でア

スペクト比が0.5～1.0の範囲において，面内荷重ゼ

ロ，アスペクト比∞のときの要求板厚𝑡𝑡��との要求

板厚比を示す。長辺中央の曲げに基づく要求板厚比

を黒線，短辺中央の曲げに基づく要求板厚比を赤線

で示した。また，破線は面内応力がゼロのとき（式

(25)，(26)），実線は面内応力𝜎𝜎�� = 0.5𝜎𝜎�が作用し

ているときの要求板厚比である。 

アスペクト比が1.0に近づくにつれ，𝑡𝑡�に対する

要求板厚比は式(25)にしたがって黒破線のように減

少していき，アスペクト比1.0において長辺中央と

短辺中央が同時に塑性関節化することになる。一方，

面内応力が作用すると，短辺中央への影響の方が大

きい結果，このケースではおよそ𝑠𝑠 𝑙𝑙 > 0.83のとき，

短辺中央が先に塑性関節化することがわかる。以上

のことから，式(24)の𝛼𝛼,𝛽𝛽について，アスペクト比

が1.0のときに𝛼𝛼 = 2,𝛽𝛽 = 1となるように設定してみ

る。すると，アスペクト比1.0から縦式構造に変化

していくときは，図26の二つの実線の包絡線を安全

側に取った補間，横式構造に変化していくときは，

面内応力が圧縮の時，アスペクト比1.0では考慮し

ない付加面外荷重影響が，𝑠𝑠 𝑙𝑙 が大きくなるにつれ

現れる補間となる。 

 
図26 アスペクト比と要求板厚比の関係 

以上をもとに，𝑠𝑠 𝑙𝑙 < 0.5に縦式構造の面内応力影

響，𝑠𝑠 𝑙𝑙 > 2.0に横式構造の面内応力影響を適用して，

0.5 ≤ 𝑠𝑠 𝑙𝑙 < 1.0間，および1.0 ≤ 𝑠𝑠 𝑙𝑙 ≤ 2.0間において

線形補間すると，𝛼𝛼,𝛽𝛽を表3のように設定すること

ができる。 

表3 パラメータ𝛼𝛼,𝛽𝛽の補間 
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図23 板厚と面外圧力の関係（縦式・圧縮面内応力） 

 
図24 圧縮面内応力と強度比の関係（縦式） 

 
図25 圧縮面内応力と要求板厚比の関係（縦式） 

3.3 面内応力係数のまとめ 

以上の結果からFEM結果を安全側にカバーでき

る強度比と寸法算式（要求板厚比）のまとめを表2

に示す。縦式構造の場合は面内応力と曲げ応力が直

交する場合のミーゼス降伏基準（式(13)），横式構

造引張の場合は面内応力と曲げ応力が同じ方向の場

合のミーゼス降伏基準（式(4)），横式構造圧縮の場

合は線形強度低下基準（式(23)）となる。 

4．面内応力とアスペクト比の複合影響 

前章まででは板部材のアスペクト比が十分に大き

い場合について検討し，縦式構造と横式構造で面内

応力影響が大きく異なることを示した。アスペクト

比が小さい場合にも同じ面内応力影響係数を適用す

ると，アスペクト比が1.0より大きいか小さいかで

要求板厚が不連続となるという不合理が生じる。実

際にはこのような場合，縦式構造と横式構造の中間

的な面内応力影響を受けるものと考えられる。 
一方，板部材のアスペクト比が小さいときの強度

上昇を考慮するため，CSRなどでは寸法算式にア

スペクト比補正係数を導入しているが，面内応力影

響とは独立に扱われている。そこで本章では，面内

応力影響係数を縦式構造と横式構造の間で合理的に

補間する方法，およびアスペクト比補正係数と組み

合わせた複合影響係数を検討する。 
4.1 複合影響係数の導出 

面内応力が作用する場合，縦式か横式か，また面

内応力が圧縮か引張かによって表2の𝐶𝐶�の比で強度

が低下する。これらの𝐶𝐶�の式はすべて，式(24)の形

に一般化して表現することができる。そこで，式

(24)中の𝛼𝛼および𝛽𝛽を縦式構造と横式構造の間で適

切に補間することで，アスペクト比が小さい場合の

面内応力影響を合理的に表すことを考える。 

表2 面内応力影響係数（強度比）と要求板厚比 
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𝐶𝐶� = �1 − �|𝜎𝜎��|
𝜎𝜎� �

�
�
�

           (24) 

ここに，𝜎𝜎��は船体縦曲げ応力であり，本章では

面内応力として船体縦曲げ応力のみを考えることと

する。このようにおくと，アスペクト比が大きい場

合，縦式構造では𝛼𝛼 = 2,𝛽𝛽 = 1 2 ，横式構造では面

内応力が引張のとき𝛼𝛼 = 2,𝛽𝛽 = 1，面内応力が圧縮

のとき𝛼𝛼 = 1,𝛽𝛽 = 1である。 
次にアスペクト比補正係数に関して，前章での面

内応力影響係数は2点塑性関節生成を基準としてい

る。そこで，ここではアスペクト比補正係数を，板

の弾性曲げ理論をベースに検討する。四周固定の有

限アスペクト比の矩形板が等分布荷重を受ける場合

の長辺中央と短辺中央における曲げモーメントの級

数解12)を用い，短辺の長さが同一でアスペクト比∞
のときの要求板厚𝑡𝑡�との要求板厚比の近似式を，

式(25)，(26)のように求めた。 

𝐶𝐶�������� = min�1.07 − 0.28 �min(𝑙𝑙, 𝑠𝑠)
max(𝑙𝑙, 𝑠𝑠)�

�
, 1� (25) 

𝐶𝐶�������� = min�0.84 − 0.05�min(𝑙𝑙, 𝑠𝑠)
max(𝑙𝑙, 𝑠𝑠)�

�
, 0.828� 

(26) 

ここに，𝑙𝑙は船体長手方向の辺長，𝑠𝑠は船体幅方向

の辺長，𝐶𝐶��������,𝐶𝐶��������はそれぞれ長辺中央およ

び短辺中央におけるアスペクト比影響による要求板

厚比である。面内応力が作用していない場合は常に

𝐶𝐶��������の方が𝐶𝐶��������よりも大きいので，𝐶𝐶��������
をアスペクト比補正係数のベースとして採用する。 

次に，これに対する面内応力影響を考える。縦式

構造の場合，長辺中央よりも短辺中央に対する面内

応力影響の方が大きくなるので，面内応力が大きい

場合には短辺中央が先に塑性関節化することになる。

縦式構造でアスペクト比が小さい場合について，面

内応力に伴う付加面外荷重影響は小さいと考えて長

辺中央について式(12)，短辺中央について式(3)で
表される強度低下を考える。図26に，縦式構造でア

スペクト比が0.5～1.0の範囲において，面内荷重ゼ

ロ，アスペクト比∞のときの要求板厚𝑡𝑡��との要求

板厚比を示す。長辺中央の曲げに基づく要求板厚比

を黒線，短辺中央の曲げに基づく要求板厚比を赤線

で示した。また，破線は面内応力がゼロのとき（式

(25)，(26)），実線は面内応力𝜎𝜎�� = 0.5𝜎𝜎�が作用し

ているときの要求板厚比である。 

アスペクト比が1.0に近づくにつれ，𝑡𝑡�に対する

要求板厚比は式(25)にしたがって黒破線のように減

少していき，アスペクト比1.0において長辺中央と

短辺中央が同時に塑性関節化することになる。一方，

面内応力が作用すると，短辺中央への影響の方が大

きい結果，このケースではおよそ𝑠𝑠 𝑙𝑙 > 0.83のとき，

短辺中央が先に塑性関節化することがわかる。以上

のことから，式(24)の𝛼𝛼,𝛽𝛽について，アスペクト比

が1.0のときに𝛼𝛼 = 2,𝛽𝛽 = 1となるように設定してみ

る。すると，アスペクト比1.0から縦式構造に変化

していくときは，図26の二つの実線の包絡線を安全

側に取った補間，横式構造に変化していくときは，

面内応力が圧縮の時，アスペクト比1.0では考慮し

ない付加面外荷重影響が，𝑠𝑠 𝑙𝑙 が大きくなるにつれ

現れる補間となる。 

 
図26 アスペクト比と要求板厚比の関係 

以上をもとに，𝑠𝑠 𝑙𝑙 < 0.5に縦式構造の面内応力影

響，𝑠𝑠 𝑙𝑙 > 2.0に横式構造の面内応力影響を適用して，

0.5 ≤ 𝑠𝑠 𝑙𝑙 < 1.0間，および1.0 ≤ 𝑠𝑠 𝑙𝑙 ≤ 2.0間において

線形補間すると，𝛼𝛼,𝛽𝛽を表3のように設定すること

ができる。 

表3 パラメータ𝛼𝛼,𝛽𝛽の補間 
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このようにおくと，面内応力影響係数とアスペク

ト比補正係数を組み合わせた複合影響係数は次式の

ように表すことができる。 

𝑡𝑡
𝑡𝑡�� = 𝐶𝐶��������

�𝐶𝐶�
=
min�1.07 − 0.28 �min(𝑙𝑙, 𝑠𝑠)max(𝑙𝑙, 𝑠𝑠)�

�
, 1�

��1− �|𝜎𝜎��|𝜎𝜎� �
�
�
�

 

(27) 

4.2 弾塑性FEMによるアスペクト比影響の検証 

ここでは，3章と同様，各面外圧力レベルに応じ

て残留たわみ0.26mmを生じる板厚をFEMの繰り

返し計算で求めた。FEMモデルは3章で用いたもの

と同様で，アスペクト比を変える際には短辺の長さ

が800mmを保持するようにした。 
図27に面内応力がゼロの場合の要求板厚比に対す

るアスペクト比影響の計算結果を示す。横軸は𝑠𝑠 𝑙𝑙
を対数スケールで表示しており，左半分が縦式構造，

右半分が横式構造に対応する。黒破線は式(25)，赤

実線はCSRによるアスペクト比影響である。FEM
結果では，作用面外圧力が小さいほどアスペクト比

影響が顕著に表れている。また，提案式 (25)は
FEM結果を安全側にカバーしている。CSRによる

補正式は一部でわずかに危険側になっている箇所も

あるが，全体にFEM結果とよく一致している。 

 
図27 面内応力無しのときのアスペクト比影響 

次に，面内応力が作用しているときのアスペクト

比影響の計算結果を図28に示す。左の3つが圧縮面

内応力の場合，右の3つが引張の場合である。面内

応力の大きさは上から順に0.3𝜎𝜎�, 0.5𝜎𝜎�, 0.7𝜎𝜎�である。

面内応力が圧縮のとき，板厚が薄い場合に座屈によ

り計算が続行できない場合があり，その結果は図に

含まれない（特に横式構造で面内応力が大きく，面

外圧力0.3MPa以下の場合など）。また，計算はで

きたが要求板厚に基づくオイラー座屈応力が面内応

力を下回るものは三角のマーカー（▲）で示した。

図中，黒の実線が面内応力影響を考えない式(25)に
よる要求板厚比，黒の破線がこれに面内応力影響を

加味した式(27)による要求板厚比である。 
全体に黒破線はFEM結果を安全側にカバーして

いる。圧縮面内応力の場合に一部黒破線を上回って

いる結果があるが，これらはオイラー座屈応力を満

足していないか（▲マーカー）もしくはそれに近い

ものであり，別途座屈基準でカバーされるべきもの

と考える。縦式構造の0.5 ≤ 𝑠𝑠 𝑙𝑙 < 1.0間で，特に面

外圧力が小さいとき，アスペクト比が1.0に近づく

につれて一度大きくなる現象が観察される。縦式構

造では面内応力に伴う付加面外荷重影響を無視して

いるが，アスペクト比が1.0に近い場合，実際には

若干の付加面外荷重影響が生じることが原因と考え

られる。面内応力が引張の場合の対応する箇所では，

要求板厚比のグラフが反対側（下側）にずれている

ことからも，このことが裏付けられる。以上より，

圧縮面内応力では面外圧力が大きいとき，引張面内

応力では面外圧力が小さいときにかなり安全側の評

価となるものの，提案式(27)は全体としてFEM結

果を安全側に評価しており，妥当な基準と言える。 

5．おわりに 

本稿では鋼船規則C編の見直しに当たり，最も基

本的な要素である板部材の局部強度算式に関して検

討した主な内容を紹介した。この結果，理論式の裏

付けがあり損傷との対応がより明確な寸法算式に見

直していくという当初の目標は，ある程度達成され

たと考える。 
板部材の寸法算式は基本的なものでありながら

様々な要因の影響を複雑に受けるものでもあり，主

要な要因の影響を定量的に確認しつつ，できるだけ

簡便な算式にまとめることが重要である。さらに2
軸面内応力やせん断応力を受ける場合や，やせ馬な

どの初期不整がある場合など，より詳細な解析と，

それらを規則算式がどのようにカバーしているかの

検討などが，今後の課題である。 
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図28 面内応力作用時のアスペクト比と要求板厚比の関係 
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このようにおくと，面内応力影響係数とアスペク

ト比補正係数を組み合わせた複合影響係数は次式の

ように表すことができる。 
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4.2 弾塑性FEMによるアスペクト比影響の検証 

ここでは，3章と同様，各面外圧力レベルに応じ

て残留たわみ0.26mmを生じる板厚をFEMの繰り

返し計算で求めた。FEMモデルは3章で用いたもの

と同様で，アスペクト比を変える際には短辺の長さ

が800mmを保持するようにした。 
図27に面内応力がゼロの場合の要求板厚比に対す

るアスペクト比影響の計算結果を示す。横軸は𝑠𝑠 𝑙𝑙
を対数スケールで表示しており，左半分が縦式構造，

右半分が横式構造に対応する。黒破線は式(25)，赤

実線はCSRによるアスペクト比影響である。FEM
結果では，作用面外圧力が小さいほどアスペクト比

影響が顕著に表れている。また，提案式 (25)は
FEM結果を安全側にカバーしている。CSRによる

補正式は一部でわずかに危険側になっている箇所も

あるが，全体にFEM結果とよく一致している。 

 
図27 面内応力無しのときのアスペクト比影響 

次に，面内応力が作用しているときのアスペクト

比影響の計算結果を図28に示す。左の3つが圧縮面

内応力の場合，右の3つが引張の場合である。面内

応力の大きさは上から順に0.3𝜎𝜎�, 0.5𝜎𝜎�, 0.7𝜎𝜎�である。

面内応力が圧縮のとき，板厚が薄い場合に座屈によ

り計算が続行できない場合があり，その結果は図に

含まれない（特に横式構造で面内応力が大きく，面

外圧力0.3MPa以下の場合など）。また，計算はで

きたが要求板厚に基づくオイラー座屈応力が面内応

力を下回るものは三角のマーカー（▲）で示した。

図中，黒の実線が面内応力影響を考えない式(25)に
よる要求板厚比，黒の破線がこれに面内応力影響を

加味した式(27)による要求板厚比である。 
全体に黒破線はFEM結果を安全側にカバーして

いる。圧縮面内応力の場合に一部黒破線を上回って

いる結果があるが，これらはオイラー座屈応力を満

足していないか（▲マーカー）もしくはそれに近い

ものであり，別途座屈基準でカバーされるべきもの

と考える。縦式構造の0.5 ≤ 𝑠𝑠 𝑙𝑙 < 1.0間で，特に面

外圧力が小さいとき，アスペクト比が1.0に近づく

につれて一度大きくなる現象が観察される。縦式構

造では面内応力に伴う付加面外荷重影響を無視して

いるが，アスペクト比が1.0に近い場合，実際には

若干の付加面外荷重影響が生じることが原因と考え

られる。面内応力が引張の場合の対応する箇所では，

要求板厚比のグラフが反対側（下側）にずれている

ことからも，このことが裏付けられる。以上より，

圧縮面内応力では面外圧力が大きいとき，引張面内

応力では面外圧力が小さいときにかなり安全側の評

価となるものの，提案式(27)は全体としてFEM結

果を安全側に評価しており，妥当な基準と言える。 

5．おわりに 

本稿では鋼船規則C編の見直しに当たり，最も基

本的な要素である板部材の局部強度算式に関して検

討した主な内容を紹介した。この結果，理論式の裏

付けがあり損傷との対応がより明確な寸法算式に見

直していくという当初の目標は，ある程度達成され

たと考える。 
板部材の寸法算式は基本的なものでありながら

様々な要因の影響を複雑に受けるものでもあり，主

要な要因の影響を定量的に確認しつつ，できるだけ

簡便な算式にまとめることが重要である。さらに2
軸面内応力やせん断応力を受ける場合や，やせ馬な

どの初期不整がある場合など，より詳細な解析と，

それらを規則算式がどのようにカバーしているかの

検討などが，今後の課題である。 
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図28 面内応力作用時のアスペクト比と要求板厚比の関係 
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世界初ゼロエミッションバッテリー推進タンカーと 
今後の展望について 

平松 雄樹＊，小野寺 達也＊ 
 
1．はじめに 

地球温暖化対策として，温室効果ガス（GHG）

の排出削減は喫緊の課題である。船舶においても目

標達成に向けてさらにGHGを削減していくために

は，船体形状やエンジン，プロペラ等の単体の効率

改善だけでなく，船内も含めた船全体での使用エネ

ルギーに対する考えを変えていく必要がある。その

一つが，自動車での適用事例が広がっているハイブ

リッド推進システムや，バッテリー推進システムで

ある。 
川崎重工業株式会社（以下、川崎重工業）は，旭

タンカー株式会社（以下船主という）が発注し，

2022年3月末に竣工した世界初のゼロエミッション

バッテリー推進タンカー「あさひ」（図1参照）向け

に，内航船向け大容量バッテリー推進システムを納

入した。本船は興亜産業株式会社（以下造船所とい

う）にて建造され，東京湾内を運航する舶用燃料供

給船として運用される。本稿では，バッテリー推進

システムの開発の背景，概要，特徴，今後の展望な

どについて紹介する。 

 
図1 バッテリー推進タンカー「あさひ」 

2．開発の背景 

2.1 開発の背景 

2018年4月，IMO（国際海事機関）は国際海運に

おけるGHG削減戦略を採択し，2050年までに2008
年比でGHG排出量を50％削減，さらに今世紀中の

                                                      
＊ 川崎重工業株式会社 
＊1 国土交通省 内航船省エネルギー格付制度について https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_tk7_000021.html 

なるべく早期にGHGゼロ排出とする目標を掲げてい

る。さらに2021年11月に英国で開催されたCOP26
では，各国が2050年に国際海運のカーボンニュート

ラルを目指すことを表明している。このように船舶

におけるGHG削減への機運は世界的に加速している。 
国内では，菅前首相がGHG排出を2050年に実質

ゼロとすること，及び2030年までに2013年比で

46％削減する目標を掲げている。これを受けて，

2021年8月に国土交通省は内航海運の2030年度の

CO2削減目標を2013年度比15％減から17％減に引

き上げた。 
また，内航船の省エネ・省CO2排出を促進するた

め，船舶の省エネ・省CO2排出性能を評価する内航

船省エネルギー格付制度を設置，2020年3月から本

格運用が開始されている＊1。このように内航海運で

もGHG削減の機運は高まっている。 
2.2 船舶におけるエネルギー使用 

船舶で使用されるエネルギーは，推進動力とポン

プや照明，制御用などの船内電力の2つに分けられ

る。推進動力は主機エンジンにより供給され，船内

電力は発電機により供給され，図2に示すように，

この2つは完全に分離されて使用されることが一般

的である。船の用途やサイズにもよるが，主機単体

は発電機単体に比べて格段に大きく，効率も高いこ

とが多い。 

 
図2 一般的な船舶のエネルギー系統 

船舶の運航において，主機及び発電機で消費され

る燃料代は，運航費用の大きな部分を占めるため，
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